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東 南アジアの経済発展 と労働市場
一外国人専門家の流入一
小 保 内 弘子
序文
本論文は、これまで外 国人専 門家の流入について扱ってきたシンガ
ポール ・マレーシア ・タイの三ヶ国について、経済発展 と労働市場の観
点からまとめることを目的 としている。この三 ヶ国は、地理的及び経済
的側面か ら東南アジア地域の中心 として位置づけ られる。三 ヶ国の一人
当た り国民所得は、 シンガポールは29,610㌦ ・マレーシアは2,620㌦ ・タ
イは1,960㌦(以 上1999USド.:出 所WorldDevelopmentReport2000/
WorldBank)と 、発展の水準は大 きく異なる。
1985年 のプラザ合意以降、 日本を中心 とした外国直接投資の流入は、
この地域の国々の製造業 を飛躍的に成長 させ、年率8%以 上の高度経済
成長過程 を歩んできた。 しか し、1990年 以降の中国の工業化 と輸出の拡
大の開始は、1994年 以降の中国元の減価 を受けて、これ ら三ヶ国の輸出
競争力の弱さを露呈 し、経済成長率 の減速そしてアジア通貨危機へ と展
開 して行 った。
本論文では、1990年 代のシンガポール ・マレー シア ・タイ三ヶ国の経
済パフォーマンスの変化 を概観 し、今後の経済発展 を指向するために求
められている産業の高付加価値化の要請に対 し、急速に専門家労働力の
需要を拡大するものの、国内では供給不足に陥 り、国際労働市場か ら調
達するという、三 ヶ国の経済発展 と専門家労働市場の問題 を考察 して行
く。
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第一 章1990年 代 の三 ヶ国 の経 済状 況
1.1投 資収 益率 の変化
1997年 の アジア危機前迄 の シンガ ポー ル ・マ レー シア ・タイ三 ヶ国の
成長率 を見 よ う。シンガポー ル では、1992年 に6.2%に 下落 したが1997年
まで7%以 上 のペー ス を推移 した。マ レー シアで は、1992年 の7.2%を ボ
トムに して9-10%の 高度 経済成 長 を持続 した。一 方 タイでは、1990年
代 初期 に、 それ までの10%を 越 え る成長率 か ら8%代 に,そ して1996年
に は輸 出不振 か ら5.E%へ と徐 々に成長率 を低下 させ てい る。
ア ジア各 国の経済成長率 の高 さは、 資本 投資の 量的 拡大 に帰す る との
指摘 があ る注1。そこで、三 ヶ国の1985年 以 降の総 固定 資本 形成 のGDP比
率 の推移 を見 る と、1990年 以 降三 ヶ国 ともに30%ラ インを越 え、 タイで
は1990年 以 降、 またマ レー シアでは1994年 以降、40%以 上 を越 える水 準
に達 して い る。
急速 な拡大 を示 してい る投 資は、 その収 益率 を見込め るか らにほか な
らない注2。投資の収益率 を測 る算式 に、限 界資本係数(ICORIncremental
CapitalOutput)が ある。
ICOR=△K/△Y=1/△Y
G(Y);(1/ICOR)×(1/Y)
ICOR=(1/Y)/G(Y)
図1.1.1は 、各 国のICORの 逆数 の推移 を示 してい る。投資一単位 に対
す る経済 成長率 を示 した もので、 これが高 い数 字 であ ると、投 資効率 が
高い こ とを示 してい る。三 ヶ国の推移 を見 る と、1990年 ごろか ら徐 々 に
下 降 に転 じ、投 資収 益率の転 換点 を迎 えて い ると判 断出来 る。
1.2経 常収 支赤字 の拡 大 と輸 出成 長率
1985年 以降 の三 ヶ国の経常 収支 の対GDP比 率 の推 移 を見 る と、1990
年代 に入 りマ レー シア とタ イが 慢性 的 な経常収 支赤字 国に なって いる点.
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図1.1.1各 国のICORの 逆数(7年 移動平均)
0.3
0.25
0.2
0.15
0.1
0.05
0
一一◆一Smgapore
十MalaysIa
+Thalland
19831984198519861987198819891990199119921993199419951996
WorldBank"TheWorldDevelopmentIndicators-CDROM"2000
があげ られる。1980年代後半の三 ヶ国の経路は異なっている。シンガポー
ルは、1987年 か ら黒字に転 じ、1994年 以降にはその比率が15%以 上の水
準に達 し、経常収支黒字国となった。マレー シアは1980年 代後半は、経
常収支黒字国であったが、1990年以降赤字に転 じ、1994年以降は5-E%
の赤字比率 を推移 している。 また、 タイでは1987年 以降経常収支赤字国
に転 じ、6-i%の 輸入超過の水準 を推移 してい.る。
海外投資の流入と、旺盛な国内投資による生産能力の拡張は、資本財
及び部品の輸入を拡張させた。 国内の産業が十分育成 されていない工業
化の初期段階に巨額な経常収支赤字が生 じるが、工業化のための輸入は、
十分 な輸出があってこそ持続可能である。1995年 までの輸出成長率は、
シンガポールを含め年率15%に 達す る高い成長過程にあった。 しか し、
1996年 の輸出成長率は急速に下落 し、タイでは一1.76%、 マ レーシアで
は7.15%、 またシンガポールでは5.20%の 成長率に落 ち込んだ。
1.3三 ヶ国の貿易特化係数 と比較優位構造
ここでは、シンガポール ・マレー シア ・タイの1990年 代の比較優位財
についてあ高中(1999)の 計測結果 を用いて、輸出競争力財の今後の方
向性について検討する。
各国の貿易財の比較優位構造を見 る算式 として、バ ラッサ型の比較優
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位 指 標RCA(RevealedComparativeAdvantage)を使 っ て い る 。
RC臨 一蜜 ÷W'W
E1h:h国 の第i財 の輸出額Eh:h国 の総:輸出額
W董:世 界全体の第i財 の輸出額W:世 界の総輸出額
高中(1999)で は、需要サイ ド・供給サイ ド各側面の比較優位のファ
クターによって分類 したデータを用いて計測 している。当該三 ヶ国の比
較優位構造の変化 と特徴についてまとめた。
(需要サイ ドの分類)
① シンガポール:資 本集約 的中間財 と資本財のRCAが 、1985年 以降上
昇傾向にある。後者の指数が、1990年代後半からプラスに転 じている。
シンガポールは技術 ・資本集約的財の輸出競争力が高まっている。
②マ レーシア:非 耐久消費財のRCAが 、国内の財の中で最 も高い指数
、 を示 している。 しかし近年、耐久消費財 と労働集約的中間財の競争力
が急速に上昇 し、マレーシアの比較優位構造が、高い技術 ・資本集約
的製品にシフ トしている。
③タイ:労 働豊富国に競争力がある非耐久消費財が、国内他の産業に比
して比較優位指数が最も高い。耐久消費財や資本財の比較優位指数が
1985年 以降上昇傾向にあ るが、両者は依然 としてマイナスの数値で、
マレーシアの競争力よりも低い状況にある。
(供給サイ ドの分類)
① シンガポール:産 業用機械・工作機械 を代表 とす る差別財産業だけが、
プラスの数値 を示す。科学技術型産業が近年急速に競争力を高め、他
のアジアNIEsよ り高い。
②マレー シア とタイ:資 源集約型産業 と労働集約型産業に競争力が依然
として高いものの、近年、差別財産業のRCA指 数が急速に上昇 し、こ
こでも技術 ・資本集約化へのシフ トが観察出来る。
以上のことか ら、高所得国のシンガポールでは、他の二国に先駆けて
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技術や資本を集約 した財に特化 してゆ く傾向が見 られる。天然資源の豊
富なマ レーシアでは、資源集約的産業に競争力を持 ち、労働豊富なタイ
では、労働集約的な最終財(非 耐久消費財)の 競争力が最 も高いが、近
年 このRCAは 減速する傾向に入った。つ まり、マ レー シアや タイにおい
ても、技術 ・資本集約的な高付加価値製品の比較優位 を高め る方向を指
向している。
第二章1990年 代の海外直接投資の流入
2.1中 国 へのシ フ トと三 ヶ国 への流入状況
直接投 資の流入 は、各 国の投資の質 的及び量 的 な側面 での役割 を果 た
して いる。図2.1.1は 国際収支統 計の外 国直接投 資流入金額 の推移 を示 し
た もの であ る。1990年 代 には、25億 か ら30億 ㌦の規模 を推 移 してい る。
またマ レー シア では、1992年 以降規模 が一 段 と増加 し45-50億 ㌦の規模
を推移 してい る。 また シンガポール は1994年 以 降70-80億 ド,.の水準 に達
してい る。しか しその一方 で中国へ の対 外投 資流入 の拡 大 は著 しい。1992
年か ら1997年 の海外投 資規模 を順 に示す と、112億 ド,.・275億ド,.・338億ド、.・
358億 ㌦ ・402億 ㌦ ・442億 ㌦ と、6年 間 で4倍 に達 して い る。三 ヶ国への
海外 か らの投 資規模 と、 増加 比率 が停 滞す る一方 で、1990年 代 の 中国へ
の外 国か らの投資の 流入 規模 は、 対照的 な推移 を示 してい る。
2.2外 国投 資 の業種 別分布
外 国投資 は、特 定の産業 に流入 し、各 国の産業 構造 を特 徴づ けて い る。
シ ン ガ ポール の1995年 ・1996年 の 業 種 別 分 布 の デー タ を、"Foreign
EquityInvestmentbyIndustry1995-96"注3から とった。 シ ンガ ポー ルの
海外か らの投 資は、電子 ・電気機器 に50%の シェア を占め る。続 いて化
学 製 品部 門が、全 製造業 の20%の シェア とな って い る。
マ レー シア の海外投資 は、1997年 か ら99年8月 のMIDA(マ レー シア
工 業開発庁)の 製造業受 入れ金額 の統 計 を参 照す る。 マ レー シア では、
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・ 図2.1.1各 国の直接投 資の流入金額(単 位:億US㌦)
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シ ンガ ポー ル と同様 に、電 子 ・電気機器 産業へ の海外投 資が最 も高 い。
続 いて石 油 ・石油化 学 さらに化 学 ・同製 品 とな って い る。
タイの統 計注4は、1996-98年 の三年 間 におけ る、BOI(タ イ投資委員会)
の 認可ベ ー スの統 計 を参照 した。 同期 間 では化 学工業 ・プ ラステ ィ ック
が最 も投 資金額 が高 く、続 いてサー ビス ・イ ンフラ さらに電 子 ・電気機
器 産業 の順 であ る。
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第三章 今後の経済発展政策注5
3.1シ ンガポール
1997年 以来のアジア危機において、シンガポール㌦は安定的に推移 し
た結果、他のアジア通貨に対 し割高となっている現状 を受けて、シンガ
ポールは積極的に資本集約化 と高付加価値化の産業構造変化の路線 を推
進 している。製造業では、最:先端の技術を導入 し高付加価値製品の製造
に特化 し、中長期的においても製造業の競争力を維持 し、GNPの25%雇
用の20%を 確保す ることを計画の柱 としている。その中心的産業が、電
気および電子産業さらに石油 ・石油製品産業の二つである。またビジネ
スのセンター化構想では、アジア ・太平洋地域におけ る、地域統括支店
(regionalheadquarters)設 置の促進、大量物資輸送システムの中心地
点、通信及びメディア、あるいは教育 と医療部門における同地域のkey
stationと してシンガポール を位置づ ける構想を推進 している。
3.2マ レーシア
マ レーシアは1970年 代の工業化の開始から今 日に至るまで、製造業を
柱 とした輸出主導型経済による経済発展 を指向 している。1996年 か ら開
始されるマスタープランでは、国際競争力の高度化 を目的に、研究開発
投資やハ イテク産業及び知識集約製造業製品の生産に焦点 を当て、製造
業分野の専門的労働力の需要を高める政策へと転換 している。第・2次マ
スタープラン(1996-2006年 の期間)に おいて もこれまでのように、製
造業に発展の軸 を据えている。さらに製造業の生産性 を高め国際競争力
を高めるために、研究開発投資 ・人的投資 ・中小企業との連携の構築 を
提言 している。また製造業のGDP比 率を、1995年 の33.1%か ら、2006年
には38.4%に 上昇することを目的 としている。
3.3タ イ
1997年 のタイ通貨危機の翌年に発表 された"IndustrialRestructuring
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Plan(1998-2000)"NationalIndustrialDevelopmentCommitteeでは、
早 急に タイ を高付加価 値産業へ と構造転 換す るため に、技術及 び知 識集
約産 業へ の シフ トが提唱 された。
タイBOI(BoardofInvestment)では、世 界的 なグ ローバ ル化 と情
報 ・通信製 品の需要 の拡大 に伴 い、 自動 車産業 か ら電気産 業 に中心 とな
る産業 を切 り替 えて いる。低 賃 金 国 の イン ド ・中 国 さ らに ベ トナ ムの
キ ャッチア ップ に対 抗す るのは、 まさにハ イテ ク技術 を導入 した よ り高
付加価 値製 品の生産 で ある と位 置づ け、ハ イテ ク化 の推進 が 緊急の課題
となて い る。
第四章 労働市場の需給ギャップと外国人労働
一 三ヶ国の比較一
4.1経 済発展 と労働市場の高度化
シンガポール ・マレーシア ・タイの三 ヶ国は、経済発展 と伴に産業構
造が、第一次産業から製造業 を中心 とした工業 さらにサービス業へ とシ
フ トし、一人当た りの所得を上昇させてきた。産業構造の高度化の進展
とは対照的に、就業構造の高度化の進展は遅 い。表4.1.1は1985年 から99
年の就業構造の変化 を示 したものである。シンガポールでは、製造業の
就業比率がこの期間で25%か ら21%に 減少するとともに、サー ビス産業
への比率 を高め、就業構造は先進国に近似 している。
マレー シア とタイでは、農 村人口が都市に流出す る過程のなかで、都
市の工業部門 とサービス部門に吸収 される過程にある。 しか しタイの農
業部門の就業比率は、1999年 においても全就業者の48.5%と 依然高 く、
一方で工業部門の就業比率が13.7%と 低 い状況にある。 タイの就業構造
変化の遅れが、所得格差の要因となっている。
表4.1.2は 三ヶ国の職業別就業比率 を示 している。産業別就業構造を反
映 して、シンガポールの職業構造の高度化への進展が突出している一方、
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表4.1.1三 ヶ国の総雇用者数に対する産業別就業者比率の変化
(単位千人)
シン ガ ポー ル マ レー シア タ イ
1985 1999 1985 1999 1985 1999
農業 0.7% 0.2% 3].3% 18.4% 68.4% 48.5%
鉱工業 0.2% 0.1% 0.8% 0.4% 0.3% 0.2%
製造業 25.4% 21.0% 15.2% 22.5% 8.0% 13.7%
その他 73.6% 78.7% 52.7% 58.6% 23.4% 37.6%
失業率 4.10% 4.60% 6.90% 3.40% 3.7(% 3.00%
雇用総数 1,235 1,886 5,625 8,838 25,853 32,087
総人口 2,740 3,890 15,680 22,710 51,58C 61,810
出所ADB"KeyIndicatorsofDevelopingAsianandPacificCountries"2000
表4.1.2三 ヶ国の専門的職業の就業者比率(単 位は%)
シ ンガ ポ ー ノレ マ レー シ ア タ イ
1986 1997 1986 1996 1986 1997
Professional,technicaI
andrelatedworkers14.5 26.5 8.1 10.8 3.4 4.8
Administrativeand
managerialworkers7.4 12.6 2.7 4.i 1.5 2.3
生産労働力・機械オペレーター 42.0 29.8 28.4 34.7 零 零
出 所Singapore:ReportonTheLabourForceSurveyofSingaporel997
Malaysia:PercentageDistributionofEmployedPersonsbyOccupa-
tion,PeninshlarMalaysia1983-1996
ThailandReportoftheLabourForceSurveyinWholeKingdom
NationalStatisticsOffice.
他 の 二 国の1986年 か ら97年 の就 業構 造 の高度 化 は それ ほ ど進 んで い な
い。Professional,technicalandrelatedworkersを見 る と、シ ンガ ポー
ルは就業者全 体の27%、 マ レー シアでは11%、 タイでは5%だ が 、Adm玲
istrativeandmanagerialworkersは、 シンガ ポー ル13%、 マ レー シア
5%、 タイ2%の 構 成で あっ た。就業 構造 の進 展 は、産 業構造 の高度化
.と と もに進 め られ、 自国 民へ の所得分 配 の公平 化の観 点か ら考 えて ゆか
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なければならない指標 である。
4.2専 門家労働力に対するニーズの高まり
中国やイン ドシナ三 ヶ国のキャッチアップに直面 し、さらに経済発展
を指向するためには、高い技術 を体化 した資本の導入や、研究開発やア
イデアによる高付加価値製品を作 り出す人的資本の蓄積が要請されてい
る。いつれの場 合にしても、高度な技術 を備 えた労働力の供給が、今後
の経済発展の鍵 となっていることは明確である。
(1)マ レーシアの専門家労働力市場 一著 しい需要超過一往5
拙論(2001)の 第2章 で示 したように、マレー シアの専門家労働市場
の需給 ギャップは大 きい。教育制度の充実による需給緩和に向かってい
るものの、skilledworkerは45,000人 、Engineerは15,000人 、Engineer
Assistantは 、18,000人 の不足の状況にある。
(2)中 等教育の普及注6
アジアの経済発展の主な要 因の一つに、初等教育就学率 の高 さと政府
の教育投資の高 さをあげている注7。1997年の小学校就学率は、タイが最 も
低い ものの88%に 達 している。 しかしアジア危機の影響 を受けて、1980
年の92%か ら下落 している。シンガポールの小学校就学率 も、タイと同
様 に1980年 の就学率100%か ら1997年 に91%へ 下落 して いる。一 方表
4.2.1の 中学校就学率のデーター を見ると、三 ヶ国 ともに高付加価値産業
にシフ トできるような人的資本の蓄積があるとい う状況ではない。
(3)研 究開発投資と製品の高付加価値化注8
高度な技術 を修得 した専門家労働力のニーズは高 まっている。 まず第
一に、R&DのGDP比 率である。三 ヶ国の比率は、表4.2.1に 示 した とお
りであるが、研究者の人数 とあわせて他国 と比較す ると、シンガポール
の研究者の人数の水準はきわめて高い水準に位置づ けられる。その一方
で、マ レーシアや タイでは、研究者 ・技術者の人数は低い水準にあると
言えよう。
特許申請件数状況 も、シンガポールの居住者の申請件数は8,188件 であ
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表4.2.1教 育及び研究開発投資
中学校就学率 R&D支 出のGDP比 率
国民100万 人 に対 す る
R&Dに 従事する科学者
及び技術者の人数
(1987-97年 の最新統計)1980 1997
シ ンガ ポ ー ル 66% 76% 1.1%(1995)2,318人
マ レー シア 48% 64% 0.4%(1992) 93人
タ イ 25% 48% 0.2%(1992) 103人
全製造業に占めるハイ
テ ク品輸 出金額 比率 特許申請件数(1997年)
1980 1997 居住者 非居住者
シ ンガ ポー ル 41% 59% 8,188 29,467
マ レー シ ア 57% 54% 179 6,272
タイ 7% 31% 238 5,205
出所:"WoridDevelopmentReport2000/2001"WorldBank
る。一方韓 国で は92.798件,中 国 では12,786件 の 申請 が行 なわれて い る。
またマ レー シアや タイでの 申請件数 は居住 者が きわめて少 な く、非 居住
者が 申請 の 多 くを占め てい る。 アセア ン各 国の非居 住者の 申請件数 は、
イン ドネ シア では4,517件 、 フ ィ リピンでは3,440件 で あった。
最後 にハ イテ ク輸出 品の製造業総輸 出 に 占め る比率 を見 る。 電子 ・電
気 機器輸 出比率 が高 いこ とを反映 して注9急速 に同種 製 品 内のハ イ テ ク製
品輸 出比率 を高 め て い る。 タイ は1980年7%の 輸 出比率 か ら1987年 に
20%代 に,1990年 代 に は30%代 に入 り、順調 に その比率 を上昇 させ て い
る。 日本27%、 ア メ リカ33%、 韓 国27%(1997年 の 比率)と は対 照的 に、
シンガポール とマ レー シアは、製造業 のハ イテ ク化 をます ます推進 し、
ハ イテ ク輸出比率 を高め てい る。
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第五章 三ヶ国の労働市場への外国人専門家の流入状況
5.1三 ヶ国の外国人専門家の流入状況
①製造業を中心 とした直接投資の流入②高付加価値化の要請③研究開
発投資の拡大④ハイテク製品の拡大⑤教育水 準や就業 ・職業構造が、
キャ・ッチア ップ していない状況か ら、シンガポール ・マレーシア ・タイ
の三ヶ国での国内専門家労働力の不足を補 うために、外国人専 門家労働
力の流入が増加 している。専 門家労働力の流入状況 を示す統計は、 タイ
国の統計の公開性が最 も高い。一方シンガポール ・マレーシアでは、大
規模 に外国人専門家 を受け入れていて も、統計の公表は一切ない。
表5.1.1は シンガポール ・マ レー シア・タイの外国人専門家労働力の規模
を示 したものである。シンガポールは53、000人 、マレーシアの外国人専
門家の人数はおよそ6万人程度であり、 またタイは20、000人 規模に達 し
ている。三ヶ国 ともに1990年 代に入 り急速に上昇 させている。
(1)シ ンガポール
表5.1.1で 示す ように、1990年代に入 り、外国人専門家労働力の受入れ
を急速に拡大 している。1989年 に2万 人規模であったものが、1995年 に
は5万 人規模 とな り,こ れはシンガポール全労働力の2.8%に 達 してい
る。
(2)マ レーシア
毎年MIDAは 、製造業調査 を行なっている。その統計から、外国人専
門家労働力の流入状況をまとめたものを表に示 した。なお、詳細につい
ては、拙論(2001)を 参照 して頂 きたい。1993年 以降急速に外国人専 門
家労働力の雇用が先端的産業部門で上昇 している。
(3)タ イ'
1985年 には5000人 規模であったが、1990年 までに10、000人 規模に上昇
し、1990年 代には急速に、外国人専門家労働力の需要を拡大 している。
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表5.1.1三 ヶ国の最近の外国人専 門家の流入状況
(1)シ ンガポールへの外国人専門家流入数の推移
1998年8月25日 労 働 省 は 、 シン ガ ポー ル のEmploymentpassを持 つ 在 留 外 国
人 の数 を、53000人 と発 表 した。
1998年6月15日 労 働 省は 、1998年4月 の 国別employmentpass所 有 者数 を発 表 し
た。 日本 人10,200人 、イ ギ リス人6,600人 、オー ス トラ リア人3,300人 の順 であ る。
1997年8月31日 の 、Employmentpassholderは53,300人で、 シ ンガ ポー ルの
全 労 働 力 の2.8%に 達 して い る。 また 、WorkPermit所 有 者 は560,000人 で全 労
働 力の30%に 達 して い る。
1996年1月5日1989年 の 専 門 家労 働 力 は 、20、000人 で 、1995年 に は50、000人
に 増加 して い る。
1993年2月5日1991年 のEmploymentpassholderは、32,000人
(2)マ レーシアMIDAに よる製造業雇用調査:外 国人雇用比率
Employment
回答企業数 Total Non-Malaysian①外国人雇用比率
1981 2,807 398,139 4,213 1.OE%
1982 2,940 399,955 4,530 1.13%
1983 3,027 408,218 5,29f 1.3f%
1984 3,196 432,538 6,235 1.49%
1985 3,222 405,155 4,65] 1.15%
1986 3,386 414,627 3,815 0.9`e%
1987 3,317 412,387 3,67] 0.89%
1988 3,421 472,824 3,973 0.69%
1989 3,521 539,501 5,600 1.04%
1990 3,631 600,264 6,104 1.02%
1991 3,927 702,565 10,283 1.4E%
1992 3,95E 735,326 12,545 1.7]%
1993 4,252 817,446 33,323 4.OE%
1994 4,404 883,668 50,396 5.7C%
1995 4,56] 940,950 65,225 6.93%
1996 4,605 960,973 96,182 10.01%
出 所:MIDA'Malaysia:EmploymentandCapitalStructurebyIndustryof
Production
注 ① 外 国 人 雇 用 比 率 は 、Non-Malaysian/TotalEmploymentを計 算:し た も の
224
(3)タ イの外国人専門家流入の推移
Tota1 InvestmentPromotion Temporary
1985 5,133 1,165 3,968
1986 4,601 1,044 3,557
1987 5,417 1,439 3,978
1988 6,715 2,413
L
4,302
1989 7,340 3,157 4,183
1990 9,198 3,833 5,36`
1991 12,682 3,984 8,698
1992 11,420 3,753 7,667
1993 21,956 4,511 17,445
1994 15,558 3,795 11,763
1995 18,917 5,186 13,731
1996 19,614 4,383 15,231
1997 19,968 4,269 15,699
Source;Data1985-89DepartmentofLabourProtectionandWelfare"Year・
bookofLabourStatistics"
Data1990-97DepartmentofEmployment,AlienOccupationalDivision
1994年 か ら1997年 の期 間に、15、000人 か ら20、000人 規模 に拡 大 してい
る。
第六章 むすび
1990年 代に入 り、 シンガポール ・マレー シア ・タイの投資比率が、高
い水準 を維持 しているものの、経済成長率 ・海外投資の規模そ して貿易
構造において変化が生 じていることを見てきた。 シンガポールでは、マ
レーシアに先駆けて、またタイではアジア危機直後の産業政策か ら、高
付加価値製品g生 産に転換することが急務であるとの内容にシフ トして
い る 。
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このような方策の導入には、専門家労働力の十分な供給が求め られる。
しか し工業化開始後間 もないこれらの国々では、付加価値 を高めるよう
な人的資源の蓄積には至 っていないのが現状 である。そこで、これ ら三 ヶ
国の労働市場では、専門家労働力の供給不足 を外国人専門家労働力に
よって補完 して吟る。国際的専門家労働市場に対す る世界各国か らの需
要が高 まるなかで、安定的供給が確保 され産業構造の高付加価値化の進
展に寄与するのか という問題。また国内の人的資本 をどのように育成 し
て行 くのかという問題 とともに今後の発展の方向性の鍵 を握っている。
〈注 〉
注lKrugman,Pau1R1994`TheMythofAsia'sMiracle'ForeignAffairs,
NovemberDecember
注2南 亮 進1992『 日本 の 経 済 発 展(第2版)』 東 洋 経 済 新 報 社 日本 の 高 度
経 済 成 長 の 投 資 行 動 の 決 定 要 因 は 、 投 資 収 益 率 の 高 さ で あ る と述 べ て い
る 。
注3ForeignEquitylnvestmentinSingapore1995-96SingaporeDepart-
mentofStatisticsDecember1998参照
注4『 ジ ェ トロ投 資 白 書2000年 版 』 日本 貿 易 振 興 会 参 照
注5拙 論2001年 参 照
注6以 下 の 議 論 の デ ー タ は 、Table6`Education'WorldBank2000"World
DevelopmentReport2000/2001"を使 っ て い る
注7こ の よ う な 内 容 は 以 下 の 文 献 に あ る。世 界 銀 行(1993)、 白 鳥 正 喜 監 訳 『東
ア ジ ア の 奇 跡 一 経 済 成 長 と政 府 の 役 割 一 』pp45-47と 、 「奇 跡 か ら危 機 へ 、
そ し て そ の 後 」、 原 洋 之 介 編 著 『ア ジ ア 経 済 論 』第 一 章pp39-41NTT出 版
注8Table19:℃ommunicationlnformationandScienceandTechnol-
ogy'WorldBank2000"WorldDevelopmentReport2000/2001"を使 っ
て い る
注9電 子 ・電 気 機 器 が 分 類 され る輸 送 機 械 ・一 般 機 械 の 輸 出 額 の 、 総 輸 出 に
占 め る シ ェ ア ー を以 下 に 示 す 。 シ ン ガ ポー ル66。3%、 マ レー シ ア62.3%、
タ イ42.1%と き わ め て 高 く、 こ の 地 域 が 電 子 ・電 気 機 器 の 世 界 の 輸 出 拠 点
とな っ て い る状 況 を 示 して い る。
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